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本小委員会における議論の方向性と整理

２０１８年１１月１３日
需給調整市場検討小委員会 事務局

第７回需給調整市場検討小委員会
資料５
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年度 2020 2021 ～ 2020+X
（遅くとも2024)

2020+Y
・中給システム改修後
・細分化する場合

広域運用 三次①相当(3社～)

一次相当

三次②

三次①相当(9社※)
二次②相当(9社※) 二次①

広域調達
三次②

一次（可否・時期の検討要）

三次①
二次②

二次①

課題

【課題１】
-1 三次①・二次②の広域調達時期
-2 二次①の広域調達可否と時期
-3 一次の広域調達可否と時期

【課題２】
-1 契約・精算

（TSO-TSO）
-2 直流設備の扱い
-3 運用段階での設備

トラブル時等の対応

【課題５】
-1 複合約定ロジック
-2 連系線容量確保
-3 特定地域立地電源

調達方法

【課題６】
-1 中給システムの抜本

的な改修
（1社目の改修で反映

すべき事項の整理)
-2 二次①に係る具体的

な調達・運用方法

制度検討作業部会で示されたスケジュールを踏まえ、今後の課題を整理した。

需給調整市場に係る課題一覧

※ 具体的なスケジュールは、広域需給調整システムの製作メーカーが決まり次第、各社中給対応の調整等も踏まえ今後検討

【課題３】
- 1 契約・精算(TSO-BG)

- 2 余力活用の仕組み
- 3 商品設計
- 4 調達スケジュール
- 5 情報公開
- 6 調整係数
- 7 事前審査
- 8 リクワイアメント
- 9 アセスメント・ペナルティ
-10 調整力必要量
-11 下げ調整力の調達
-12 ΔkW調達不調・減少時の扱い

【課題４】
-1 一次に係る

具体的な
調達方法

出所）第5回需給調整市場検討小委員会（2018.7.31）資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_05_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_05_haifu.html
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Step1

事前審査
Step2

取引

 需給調整市場のプロセスに沿って整理すると、課題は以下のような位置付けとなる。

（参考）市場のプロセスに沿った各課題の位置付け

Step2-1

調達
Step2-2

運用
Step2-3

精算
Step1-1

審査
（資格要件）

Step1-2

審査
（性能要件）

Step3

アセスメント
ペナルティ

事前審査 契約・精算
(TSO-BG)

余力活用

商品設計

調達スケジュール

情報公開

調整係数

 リクワイアメント

調整力必要量

下げ調整力の
調達

ΔkW調達不調
・減少時の扱い

複合約定ロジック

連系線容量確保

直流設備の扱い

運用段階での
設備トラブル時等
の対応

連系線容量確保

契約・精算
(TSO-TSO)

契約・精算
(TSO-BG)

アセスメント・ペナルティ

（プロセスに沿った課題のみ記載）

出所）第5回需給調整市場検討小委員会（2018.7.31）資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_05_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_05_haifu.html
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7論点整理① [広域調達の可否および開始時期に係る対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

1-1

三次①および
二次②の
広域調達
開始時期

 三次①および二次②の広域運用の見通しを
踏まえた広域調達開始時期

 三次①については2022年度より、電源
Ⅰ-b相当の量を年間で広域調達し設備
を確保。実需給断面では、週間でΔkW
を広域的に市場で取引することによりエリ
ア間の電源差替えを行う
2024年度以降は、需給調整市場により
ΔkWを週間で広域調達

 二次②については2024年度より、需給
調整市場によりΔkWを週間で広域調達

1-2
二次①の
広域調達可否と
開始時期

 以下を踏まえた広域調達の可否

• 広域調達メリットは期待できる一方、kWh
がほぼ生じないため広域運用メリットは少な
いことや、連系線確保により卸市場に影響
を与えること

• 連系線事故等における周波数制御を踏ま
えた調整電源等の偏在リスク

 上記および中給システムの抜本的な改修を
踏まえた広域調達・運用開始時期

1-3
一次の
広域調達可否と
開始時期

 以下を踏まえた広域調達の可否

• 広域調達メリットは期待できる一方、kWh
がほぼ生じないため広域運用のメリットは少
ないことや、連系線確保により卸市場に影
響を与えること

• 連系線事故等における周波数制御を踏ま
えた調整電源等の偏在リスク

 上記を踏まえた広域調達開始時期

赤字：今回追記



8論点整理② [2020年度 三次①相当の広域運用に向けた対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

2-1
一般送配電事業
者間の契約・精算
プロセス

 精算に必要なデータ（エリア
情報、価格情報等）はシ
ステムから抽出

 kWh単価がインバランス制度の基準となること
を踏まえたTSO-TSO間の精算の考え方

2-2
直流設備に係る
取り扱い

 商品に応じた直流設備固有の制約
（調整力の運用における交流設備

との違い）

2-3
運用段階での設
備トラブル時等の
対応

 平常時以外の対応スケジュール
• 需給逼迫時、連系線事故時
• 広域需給調整システム（運用）

のトラブル時
など
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-1

一般送配電事業
者と発電・小売事
業者間の契約・
精算プロセス

 ΔkWは調達段階の商品
区分で精算

 kWhはユニット単位の
kWhでV1/V2単価により
精算

 TSO-BG間の契約・精算プロセス
およびスケジュール

 アグリゲーターに係る計量方法と
精算方法

3-2
余力活用に係る
具体的な仕組み

 年初に公募に基づく契約
を行う

 容量市場におけるリクワイアメント等を前提とし
た余力活用の具体的な仕組みの検討

 kWh単価の登録および変更時期

3-3 商品設計

 商品区分、商品の要件は
意見募集のとおり

 意見募集を踏まえた要件の確定

 新たなリソースを踏まえた際に、取り決めておく
べき事項の整理（DRにおけるベースラインの
考え方など）

 意見募集等を踏まえ、商品の要件は
P15に記載の通りとする

 三次②における中間点等の設定は不要
とする

3-4
調整力を確実に
調達するための
調達スケジュール

 三次調整力②：前日ス
ポット後

 上記以外：週間

 三次調整力②以外の調達時期

 FIT①発電計画見直しの動向を踏まえた三
次調整力②調達量等の検討

 三次①については2022年度より、電源
Ⅰ-b相当の量を年間で広域調達し設備
を確保。実需給断面では、週間でΔkW
を広域的に市場で取引することによりエリ
ア間の電源差替えを行う
2024年度以降は、需給調整市場により
ΔkWを週間で広域調達

 二次②については2024年度より、需給
調整市場によりΔkWを週間で広域調達

論点整理③-1 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]
赤字：今回追記
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-5

調整力に係る費
用の透明性確保
と適正な市場競
争の促進に向けた
情報公開

 情報公開の考え方
（公開方法、時期、項目 など）

※制度設計専門会合で議論

3-6
性能に応じた
調整係数の設定

 加点・減点のいずれにも対
応できるものとして設定範
囲は「0.00~100.00」と
する

 調整係数の考え方
（性能に応じた設定、電源種別毎

の設定など）

3-7 事前審査

 事前審査の考え方
・内容、方法、時期・頻度
・容量市場の事前審査との関係

 アグリゲーターについて特に取り決めておかなけ
ればいけない項目の整理

3-8

確実な需給バラン
ス調整を行うため
に必要となるリクワ
イアメント

 調達時、運用時に求められる責務

 容量市場におけるリクワイアメントとの関係

論点整理③-2 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-9

リクワイアメントに
対するアセスメン
トと実効性を確
保するための
ペナルティ

 アセスメントの考え方
（実施方法、時期など）

 ペナルティの考え方

3-10

需給バランス
維持に必要と
なる調整力の
必要量

 商品区分ごとの調達量の考え方

3-11
下げ調整力の
調達

 現行の運用においてはBG
計画の中で下げ調整幅は
十分にあり、事前に送配電
が確保しておく必要性は少
ない

 下げ調整力の調達の必要性

3-12

ΔkW調達不調
や調達後に
ΔkWが減少し
た場合の対応
方法

 需給調整市場システム(調
達)外で対応する

 市場で調達できなかった場合にも確実な需
給バランス調整を行うための方法

論点整理③-3 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

4-1
一次調整力に
係る具体的な
調達方法

 広域調達量の考え方

論点整理④ [一次調整力の広域調達に向けた対応]



13

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

5-1
複合約定ロジック
の構築

 調達コストの低減を目的として商品間を複合
的に約定するロジックの考え方

5-2
連系線の容量
確保の考え方

 隣接エリアおよび運用容量
の大きい交流連系線を優
先して容量確保

 卸市場に与える影響を踏まえた連系線の容
量確保の考え方

5-3
特定地域立地
電源の調達方法

 需給調整市場システム
（調達）外で対応する

 対象とする要件
（ブラックスタート、電圧調整など）

 具体的な調達方法
（方法、時期、期間など）

論点整理⑤ [～2020＋X年度 三次①、二次②の広域調達・運用に向けた対応]
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

6-1

1社目の中給シス
テムの抜本的な
改修において反映
すべき中給改修
項目の整理

 将来の広域化に対して制約とならない中給
改修項目の整理と改修内容

6-2
二次調整力①
に係る具体的な
調達・運用方法

 具体的な調達・運用の方法

論点整理⑥ [2020+Y年度 二次①の広域調達・運用に向けた対応]
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一次調整力 二次調整力① 二次調整力② 三次調整力① 三次調整力②

英呼称
Frequency Containment

Reserve
(FCR)

Synchronized
Frequency Restoration

Reserve
(S-FRR)

Frequency Restoration
Reserve
(FRR)

Replacement
Reserve

(RR)

Replacement
Reserve-for FIT

(RR-FIT)

指令・制御
オフライン

（自端制御）
オンライン

（LFC信号）
オンライン

(EDC信号)
オンライン

(EDC信号)
オンライン

監視
オンライン

（一部オフラインも可※２）
オンライン オンライン オンライン 専用線：オンライン

簡易指令ｼｽﾃﾑ：ｵﾌﾗｲﾝ※2,5

回線 専用線※1

（監視がオフラインの場合は不要）
専用線※1 専用線※1 専用線※1 専用線 または

簡易指令システム

応動時間 10秒以内 5分以内 5分以内 15分以内※3 45分以内

継続時間 5分以上※3 30分以上 30分以上 商品ブロック時間(3時間) 商品ブロック時間(3時間)

並列要否 必須 必須 任意 任意 任意

指令間隔 －（自端制御） 0.5～数十秒※4 1～数分※4 1～数分※4 30分

監視間隔 1～数秒※2 1～5秒程度※4 1～5秒程度※4 1～5秒程度※4 未定※2,5

供出可能量
(入札量上限)

10秒以内に
出力変化可能な量
（機器性能上のGF幅
を上限）

5分以内に
出力変化可能な量
（機器性能上のLFC幅
を上限）

5分以内に
出力変化可能な量
（オンラインで調整可能
な幅を上限）

15分以内に
出力変化可能な量
（オンラインで調整可能
な幅を上限）

45分以内に
出力変化可能な量
（オンライン(簡易指令
システムも含む）で調整
可能な幅を上限）

最低入札量 5ＭＷ
（監視がオフラインの場合は1MW）

5MW※1,4 5MW※1,4 5MW※1,4 専用線：５MW
簡易指令システム：１ＭＷ

刻み幅（入札単位） 1kW 1kW 1kW 1kW 1kW

上げ下げ区分 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ

商品の要件

※1 簡易指令システムと中給システムの接続可否について、サイバーセキュリティの観点から国で検討中のため、これを踏まえて改めて検討。
※2 事後に数値データを提供する必要有り（データの取得方法、提供方法等については今後検討）。
※3 沖縄エリアはエリア固有事情を踏まえて個別に設定。
※4 中給システムと簡易指令システムの接続が可能となった場合においても、監視の通信プロトコルや監視間隔等については、別途検討が必要。
※5 簡易指令システムには上り情報を送受信する機能は実装されていない。現時点ではDRの参入がその大宗を占めることが想定され、エリア需要値の算定に影響は生じない

が、今後、VPP等の発電系が接続することでエリア需要の算定精度が低下することが考えられるため、上り情報が不要な接続容量の上限を設ける等の対応策を検討。



16(参考)広域調達開始時期の前回までの議論

出所）第24回制度検討作業部会（2018.7.17）資料4-1をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/024_04_01.pdf

広域調達 (週間)
(2022～2023は年間で電源Ⅰ-b相当の設備を調達)

第6回需給調整市場検討委員会における整理

広域調達 (週間)

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/024_04_01.pdf

